
環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業に係る事務局の公募要領 

 

令和４年５月９日 

観光庁 外客受入担当参事官室 

 

※本公募は、旅行業者等の支援を受ける事業者を公募するものではありませんので、ご注意ください。 

 

 

 

観光庁では、「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業」を実施する補助事業者（執行団体）を

公募します。 

本公募に申請する方、採択されて補助金の交付を受ける方は、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）及び補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）のほか、訪日外国人旅行者周遊促進事

業費補助金交付要綱（以下「補助金交付要綱」という。）をよくご理解の上、本公募への申請及び補助金

交付申請に係る全ての手続きを適正に行っていただくようお願いします。 

 

記 

 
◇公募期間 

令和４年５月９日（月）～令和４年５月２３日（月）１２時 ［必着］  

 

◇本事業の問い合わせ先 

観光庁外客受入担当参事官室 

「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業」担当 

E-mail： hqt-kankyo-jizoku-syuyu@gxb.mlit.go.jp 

電 話： 03-5253-8972 （10：00～18：00／土休日及び年末年始を除く） 

 

※本公募要領をよくご確認いただいた上で、ご不明な点があればお問合せください。 
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【１．事業概要】 

１－１．事業目的 

この補助金は、新型コロナや原油価格の高騰等により、地域経済を支える観光事業者等が大変厳しい状況

に置かれている中、地域が連携して実施する環境に配慮した持続可能な持続可能な観光の推進を図る取組を

支援する事業です。 

 

１－２．事業スキーム 

 

               国 土 交 通 省（観 光 庁）              

申請↑  ↓補助 

              補 助 事 業 者 （執行団体）               ※本公募の対象 

                        申請↑  ↓補助、伴走支援 

  間  接  補  助  事  業  者(地方公共団体・DMO・観光協会・民間事業者)   

 

１－３．事業内容 

本事業は、間接補助事業者を対象として、以下の４類型の補助金の交付決定事務等をを行うものです。 

類型 間接補助事業者 補助概要 補助率 

①感染対策・環境対策

に配慮した旅行の促

進 

旅行業者 環境に配慮した交通（EV、グリーンスロ

ーモビリティなど）の活用やニューノーマ

ルへの対応（貸切バスの増台など）を支

援 

1/2 

（上限 2,000 万円） 

②宿泊施設・観光施設

等における感染対策・

省エネ対策の促進 

宿泊施設・観光施

設等の設置・管理

者 

省エネ型空調の導入など宿泊施設・観光

施設等における感染対策・省エネ対策を

支援 

1/2 

（上限 1,000 万円） 

③地域が連携して実

施する誘客・周遊を促

すための仕掛けづくり 

地方公共団体、

民間事業者 

感染対策を図りつつ、地域の関係者が

連携して行う祭り・イベントなどの誘客を

促す取組やサイクルポートの導入など環

境に配慮した持続可能な周遊を促す取

組を支援 

1/2 

（上限 300 万円） 

④地域の魅力発信の

強化や周遊の促進に

向けた研修 

地方公共団体、

DMO、観光協会、

民間事業者 

地域の魅力発信の強化や周遊の促進の

ため、通訳案内士を講師とした研修の実

施を支援 

定額 
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具体的な業務内容としては、以下を想定していますが、具体的な内容については、観光庁と詳細を協議する

こととします。 

〈具体的な業務内容〉 

（１）補助金交付に係る業務 

 間接補助事業者に対して、交付申請の受付・交付決定など補助金交付に係る業務を行います。 

 なお、１－３．の表中、類型④については、研修実施主体の募集と同時に講師となる通訳案内士の募集

も行います。 

  

（２）間接補助事業者の選定に係る業務 

    有識者委員会の運営など間接補助事業者の選定に係る業務を行います。 

 

（３）間接補助事業者が実施する事業の管理・監督に係る業務 

   間接補助事業者が実施する事業について、適切な管理・指導を行います。 

   なお、１－３．の表中、類型④については、間接補助事業者と講師となる通訳案内士のマッチングや研

修教材の作成等研修準備に必要な業務も行います。 

 

１－４．事業期間 

交付決定日～令和５年３月３１日 

 

【２．応募・補助金交付の条件】 

２－１．応募資格 

次の要件を満たす民間事業者等とします。 

① 日本に拠点を有していること。 

② 本事業を的確に遂行する組織、能力、人員等を有していること。 

③ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有

していること。 

④ 国が本事業を推進する上で必要とする措置を、適切に遂行できる体制を有していること。 

⑤ 本事業において知り得た情報の秘密保持を徹底できること。 

⑥ 本事業終了後、補助事業者の財産処分手続や会計検査対応のために必要となる文書を、必要な期

間保存できること。 

⑦ 応募事業者等の経営者又は役員が、暴力団等の反社会的勢力でなく、反社会的勢力との関係を有し

ないこと。また、反社会的勢力から出資等の資金提供を受けている場合も対象外とする。 

⑧ 法令遵守上の問題を抱えていないこと。 

⑨ 国土交通省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではないこと。 

 

２－２．採択予定件数   １件 
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２－３．補助対象経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめに必要な経費であり 

具体的には以下のとおりです。 

環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業 

補助対象事業者 補助対象経費 補助率等 

民間事業者 (1)直接経費 

感染対策を図りつつ、持続可能な観光に取り組む地

域（注１）における新たな周遊旅行促進に向けた取組等

に要する以下の経費の一部を助成する事業に要する

経費 

イ 旅行業者が企画旅行の実施にあたって行う感染拡

大防止対策・環境対策に対応した交通機関の手配に

要する経費の一部を助成する事業に要する経費 

ロ 宿泊事業者、観光施設を設置し、又は管理する者

等が実施する感染拡大防止対策・省エネ対策に必要

となる設備、機器等の導入に要する経費の一部を助

成する事業に要する経費 

ハ 地方公共団体、DMO、民間事業者等の地域の関係

者が連携して実施する誘客・周遊を促すための仕掛

けづくりに要する経費の一部を助成する事業に要す

る経費 

二 地方公共団体、DMO、民間事業者等が実施する通

訳案内士を活用した地域の魅力発信の強化等のた

めの研修に要する経費の一部を助成する事業に要

する経費 

 

(2)事務経費（間接経費） 

イ 人件費 

ロ 外注費 

ハ 補助人件費 

二 その他諸経費（通信・連絡費、印刷製本費、その他

事業を行うために特に必要と認められるもの） 

(1)直接経費 

 １／２、定額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)事務経費 

(1)の直接経費として交付

される額の 10％を上限

（消費税が発生する場合

は別途対象となる。）とす

る。 

※留意事項 

（１）イの直接経費の助成額は、１事業者あたりの上限額を 2,000 万円とする。 

（１）ロの直接経費の助成額は、１施設あたりの上限額を 1,000 万円とする。 

（１）ハの直接経費の助成額は、１件あたりの上限額を 300 万円とする。 
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注１：地方公共団体、DMO 等が策定する計画において持続可能な観光に関する取組について記載がある地域

とする。なお、地域公共団体及び DMO 以外の団体が策定する計画については、観光振興計画を定める

地方公共団体の同意又は認定を得たものに限る。 

注２：採択に当たっては、以下の地域を優先する。 

・省エネに係る具体的な数値目標を計画に記載した地域 

・（１）イ、ロ、ハ及び二のうち、複数の取組みを一体的に実施する地域 

 

２－４．補助対象経費からの消費税額の除外 

補助事業者における煩雑な事務手続回避の観点から、交付申請書の補助金申請額算定段階において、消

費税等は補助対象経費から除外して補助金額を算定し、交付申請書を提出してください。 

※ 消費税等を補助対象経費とした場合には、状況の変更等により消費税に係る仕入控除税額が発生する 

ことによる報告及び返還が発生する場合がありますので注意してください。 

 

２－５．補助率・補助額 

補助率   ： 定額 

補助上限額： 8,984,236 千円 

※ 事務経費は、直接経費として交付される額の 10％を上限（消費税が発生する場合は別途対象となり

ます。）とします。 

※ なお、最終的な交付決定額については、観光庁と調整した上で決定することとします。 

 

【３．手続き】 

３－１．公募期間 

令和４年５月９日（月）～令和４年５月２３日（月）１２時 

 

３－２．応募書類 

・申請書（別添様式） ： １部 

・提案書（様式自由） ： １部 

※ 応募書類に記載された情報については、業務遂行のためにのみ利用します。採択された場合には、

「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）に基づき、不開

示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報公開の対象となりますのでご

了承ください。なお、応募書類は返却しません。 

※ 申請書および提案書には、予算額内で実現が確約される事項のみ記載ください。なお、採択後であ

っても、申請者の都合により記載された内容に大幅な変更があった場合には、採択取消となることが

あります。 

 

３－３．応募書類の提出先 

応募書類は、郵送または電子メールによりご提出ください。 

※  郵送の場合は応募書類を７部ご提出ください。 

※ 持参及びＦＡＸによるご提出は受け付けません。 
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※ 締切を過ぎてのご提出は受け付けません。期限に余裕をもってご提出ください。 

※ 資料に不備がある場合は審査対象となりませんので、本公募要領等を熟読の上、ご提出ください。 

 

〈郵送の場合〉 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

観光庁外客受入担当参事官室 

「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業」担当あて 

〈電子メールの場合〉 

「hqt-kankyo-jizoku-syuyu@gxb.mlit.go.jp」あて 

※ 件名は「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業申請書」としてください。 

 

【４．審査・採択】 

４－１．審査方法 

審査は、原則として応募書類に基づいて行いますが、必要に応じてヒアリング等を実施するほか、追加資料

の提出を求めることがあります。 

また、外部有識者を含む審査委員会において評価を行うため、申請者には審査委員会においてプレゼンを

していただきます。 

なお、審査委員会は、公募期間終了後、速やかに開催する予定です。審査委員会の開催については、申請

書に記載の連絡担当窓口宛てに連絡します。 

 

４－２．審査基準 

 次の項目を審査基準とします。 

① 業務の目的・内容について十分に理解しているか。 

② 提案内容に独創性がみられ、かつ、説得力を有しているか。 

③ 提案内容が具体性、妥当性を伴っているか。 

④ 作業工程や内外での体制等が事業を確実に遂行できるものとなっているか。 

 

４－３．採択結果の決定及び通知 

採択された申請者については、観光庁のホームページで公表するとともに、当該申請者に対しその旨を通

知します。 
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【５．実施体制の把握】 

事業の実施体制を確認する必要があるため、交付申請時及び事業完了後に実績報告書を提出する際は、

別途、補助対象として経費計上しているもので、補助事業の一部を第三者に委託・外注している場合につい

ては、契約先の事業者（ただし、税込み１００万円以上の取引に限る。）の事業者名、補助事業者との契約関

係、契約金額、契約内容（業務の範囲）を記述した実施体制資料を添付してください。当該資料は、交付決

定時及び確定検査の際に確認する資料とします。第三者の委託・外注先からさらに委託・外注をしている場

合（再委託・再外注を行っている場合で、税込み１００万円以上の取引に限る。）も、上記同様に、実施体制

資料に記述をしてください。 

その他、補助事業の実施状況の把握のため、定期的に進捗状況を確認いたします。 

なお、開示請求があった場合は、不開示とする情報の範囲について観光庁との調整を経て決定することと

します。 

 

<実施体制資料の記載例> 

   実施体制は原則、下記のように整理表で提示していただくとともに、実施体制図も併せて示してください。

実施体制と契約先の事業者名、補助事業者との契約関係、契約金額、契約内容が分かる資料であれば、

様式は問いません。 

 

実施体制（税込み１００万円以上の契約。請負その他委託の形式を問わない。） 

事業者名 当社との関係 契約金額（税込み） 契約内容（業務の範囲） 

事業者 A 委託先 ※円単位で記載 ※できる限り詳細に記載 

事業者 B 外注先 〃 〃 

事業者 C 再委託先（事業者 A の委託先） 〃 〃 

事業者 D 再委託先（事業者 A の委託先） 〃 〃 

事業者 E 再々委託先（事業者 C の委託先） 〃 〃 

 

実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委託先 

事業者 A 

事業者 B 

事業者 C 

事業者 D（未定） 

事業者 E 

補助事業者 
再々委託先 再委託先 
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【６．交付決定】 

採択された申請者が、国土交通大臣に補助金交付申請書を提出し、それに対して国土交通大臣が交付決

定をし、その旨を通知した後、事業開始となります（補助金の交付決定を通知する前において、締結した契約

等にかかる経費については、補助金の交付対象とはなりません）。なお、採択決定後から交付決定までの間

に、観光庁との協議を経て、事業内容や金額などに変更が生じる可能性があります。また、応募資格を満たさ

なくなった等の場合には、交付決定ができない場合もありますのでご了承ください。 

 

【７．補助金の支払い】 

７－１．支払い時期 

補助金の支払いは、基本、事業完了後の精算払となります。 

※ 交付決定後、事業完了前の支払い（概算払）を希望する場合は、財務省との協議が必要となりますのでご

留意ください。 

 

７－２．補助金の額の確定方法 

事業完了後、事業者が提出する実績報告書に基づき、原則として現地調査を行い、補助金の額を確定しま

す。なお、事業に係る取引先（委託先、再委託先等を含む）に対しても、同様の現地調査等を実施することがあ

ります。 

補助金の額は、補助対象経費のうち交付決定額の範囲内であって実際に支出を要したと認められる費用の

合計となります。このため、全ての支出には、その収支を明らかにした帳簿類及び領収書等の証拠書類が必

要となります。また、支出額及び内容について厳格に審査し、これを満たさない経費については、支払額の対

象外となる可能性もありますのでご注意ください。 

 

【８．その他注意点】 

①  補助事業終了後に会計検査院が実地検査に入ることがあります。 

②  補助事業終了後において間接補助事業者に係る手続（各種報告、財産処分承認申請等）が発生す

る場合には、補助事業者（執行団体）の責任及び負担により実施することになります。 

③  間接補助事業者における補助対象経費計上の消費税の除外については、「２－４．補助対象経費

からの消費税額の除外」の記載と同様に行ってください。 

④  補助事業を遂行するにあたっては、関係法令を遵守してください。 

 

【９．問い合わせ先】 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

  観光庁外客受入担当参事官室 

 「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業」担当 

  E-mail： hqt-kankyo-jizoku-syuyu@gxb.mlit.go.jp 

  電 話： 03-5253-8972 （10：00～18：00／土休日及び年末年始を除く） 

※ 本公募要領をよくご確認いただいた上で、ご不明な点があればお問合せください。 

※ お問い合わせは電子メール又は電話でお願いします。



（様式） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

 

「環境に配慮した持続可能な周遊観光促進事業」に係る 

補助事業者（執行団体）公募 申請書 

 

申
請
者 

法人番号（＊）  

企業・団体名  

代表者役職・氏名  

所在地  

連
絡
担
当
窓
口 

氏名（ふりがな）  

所属（部署名）  

役職  

電話番号 

（代表・直通） 
 

Ｅ－ｍａｉｌ  

＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載すること。 

法人番号を付与されていない個人事業者等の場合には、記載不要。  



 

 

１．補助事業の目的及び内容（事業の実施方法） 

１－１．補助事業の実施方法 

＊募集要領の「１－３．事業内容」の項目ごとに、具体的な実施方法及び内容を記載の上、 

補助事業の目的をどのように達成するか記載してください。 

＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。 

 

 

 

１－２．実施方法における独自のセールスポイント 

＊本事業の効果的な実施にあたって、独自の取組や工夫があればその内容 

 

 

 

 

１－３．実施体制 

＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容 

＊外注、委託等を予定しているのであればその内容 

 

 

 

２．申請者概要 

２－１．申請者の営む主な事業 

 

 

 

 

２－２．申請者の財務状況 

別添、財務諸表のとおり 

＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。 

 

 

 

２－３．事業実績 

類似事業の実績 

・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨） 

 

 



 

 

３．補助金見込額等 

＊公募申請時点での見込みを記載ください。（採択後、観光庁と調整した上で決定することと

なります。） 

○積算内訳                             （単位：千円） 

経費区分及び内訳 補助対象経費 補助金申請額 

Ⅰ．直接経費  

 

 

 

Ⅱ．事務経費   

 人件費 

 外注費 

 補助人件費 

○○ 

 

 

※募集要領の「番号確認．補助対象経費からの消費

税額の除外」のとおり補助対象経費は、原則、消費

税等を除外して計上してください。 

 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇〇 

〇〇○ 

合計（見込額）合計（見込額）   

※補助金申請額の小数点以下の端数は切り捨てた金額を記載してください。 

○資金計画 

 補助事業に要する経費  千円 

  うち補助金充当（予定）額 千円 

   （精算払までの期間は、自己資金で支弁予定 

            or 自己資金での立替えが困難なことから概算払の要望有） 

  金融機関等からの借入れ（予定）額 0 円 

   （借入条件：補助事業取得財産の担保予定の有無  無し） 

  自己資金充当額 0円 

  収入金 0円 

（該当する場合のみ記載のうえ、収入金の詳細について記載すること） 

 


